
自 平 成 29 年 4 月 1 日

至 平 成 30 年 3月 31日

平成 29 年度

事 業 報 告 書

地方独立行政法人市立大津市民病院



 
 

目  次 
 
「地方独立行政法人市立大津市民病院の概要」 

１ 法人に関する基礎的な情報・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 
（１）目的、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、組織図その他の法人の概要 

（２）事務所（主たる事務所を含む。）の所在地 

（３）資本金の額及び出資者ごとの出資金 

（４）役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

（５）常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法人 

への出向者の数 

 
「全体的な状況」 

１ 総括・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 
２ 大項目ごとの特記事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 
第１ 年度計画について 
第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を 

達成するためとるべき措置 
第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 
第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置 

 
「項目別の状況」 

第１ 年度計画の期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 
第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の室の向上に関する目標を達成 

するためとるべき措置 
１ 市民病院としての役割・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 
（１）５疾病に対する医療の提供 
（２）４事業に対する医療の確保 
（３）感染症への対応 
（４）予防医療の提供 
２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化・・・・・・・・・・・・・・ 10 
（１）地域医療支援病院としての役割 
（２）地域での病院機能とその役割 
（３）在宅医療・介護との連携強化 
（４）関係機関との連携強化 
３ 市民・患者への医療サービス・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 



 
 

（１）市民・患者の求める医療サービスの提供 
（２）職員の接遇の質の向上 
４ 医療の質の向上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 
（１）医療の安全の徹底 
（２）診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 
（３）セカンドオピニオンの推進 
（４）市民への医療の質に関する情報発信 
第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
１ 経営の効率化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 
２ 管理体制の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 
（１）経営体制の強化 
（２）内部統制の強化 
（３）コンプライアンスの徹底 
３ 優れた人材の確保と意識改革・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 
（１）法人職員の確保 
（２）職員の意識改革とモチベーションの向上 
（３）研修体制の強化 
第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 
１ 単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント 
以上を達成するために講じる施策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

（１）収入及び収益の向上策 
（２）支出及び費用の削減策 
２ 運営費負担金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 
３ 計画期間内の収支見通し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 
第５ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置・・・・・・・・・ 16 
第６ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
（１）予算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 
（２）収支計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 
（３）資金計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 
第７ 短期借入金の限度額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 
第８ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画・・・・・・・・・・・・・・・ 21 
第９ 剰余金の使途・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21 
第１０ 地方独立行政法人市立大津市民病院の業務運営、財務及び会計並びに人事 
管理に関する規則（平成２８年大津市規則第１０３号）第６条で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画（平成３０年度）  ・・・・・・・・・・・・・・・ 21 
２ 人事に関する計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21



1 
 

 
「地方独立行政法人市立大津市民病院の概要」 

１ 法人に関する基礎的な情報 

（１）目的、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、組織図その他の法人の概要 

 
①目的 
 地域の中核病院として、市民に救急医療及び高度医療を始め、良質で安全な医療を継続

的かつ安定的に提供するとともに、地域の医療機関との機能分担及び連携を行うことによ

り、市民の健康の維持及び増進に寄与することを目的とする。 
 
②業務内容 
 ・医療を提供すること。 
 ・医療に関する調査及び研究を行うこと。 
 ・医療に従事する者に対する研修を行うこと。 
 ・医療に関する地域への支援を行うこと。 
 ・人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること。 
 ・看護師養成所の運営を行うこと。 
  
③沿革 

明治３２年 滋賀県立避病院（伝染病院）を大津市に移管、大津伝染病院開設 
明治４０年７月 大津市圓山病院と改称 

昭和１２年４月 
大津回生病院と改称、１市２箇村組合立伝染病院（大津市・雄琴村・

坂本村・下阪本村）として膳所錦町字打明に開設 
昭和３９年１月 現在地に移転、大津市民病院に改称 
昭和５３年７月 新館棟（現在の別館棟）竣工 
昭和５４年３月 管理棟増築 
昭和５８年５月 付属棟増築 
平成１１年４月 本館棟竣工（地下１階、地上９階建て免震構造、屋上ヘリポート設置） 

平成２９年４月 
地方独立行政法人に移行 
地方独立行政法人市立大津市民病院と名称変更 

 
④設立に係る根拠法 
 地方独立行政法人法（法律第百十八号） 
 
  



2 
 

⑤組織図 

 

経営戦略係
経営管理課

財　務　係

総　務　係
法人事務局 総　務　課

人　事　係

コンプライアンス推進室
施　設　係

施設契約課
契　約　係

医療の質・安全管理室

感染管理室
地域医療連携室

法人理事会 患者総合支援センター 患者総合支援室

理 事 長 市立大津市民病院 入退院センター

理　　事 院　長 訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

監　　事 副 院 長 診療情報管理室

医療情報センター 医療情報システム室

診療支援室

臨床研修センター

地域医療研修室

治験管理センター

診　療　局 総合内科
内　科
消化器内科
呼吸器外科
呼吸器内科
神経内科
循環器内科
精神・診療内科
小児科
小児循環器内科
外科・消化器外科・乳腺外科
整形外科
脳神経外科
心臓血管外科
リハビリテーション科
産婦人科
眼　科
耳鼻咽喉科
泌尿器科
皮膚科
形成外科
歯科口腔外科
放射線科
感染症科
麻酔科
救急診療科
病理診断科
緩和ケア科
手術部
化学療法部
外来通院手術部
集中治療部
血液浄化部
神経難病臨床研究所
健診センター
消化器内視鏡センター
脳卒中センター

医療技術局 薬剤部

医薬品情報管理室

臨床検査部

輸血管理室

病理検査室

放射線部

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部 ５A病棟

臨床工学部 ５B病棟

栄養部 ６A病棟

６B病棟

看　護　局 ７A病棟

医　事　係 ７B病棟

事　務　部 医　事　課 ８A病棟

収　納　係 ８B病棟

９A病棟

９B病棟（感染症）

３C病棟

外来部

手術部

３B病棟（救急）

付属看護専門学校 集中治療部

血液浄化部

材料滅菌部
管　理　係

ケアセンターおおつ 業　務　課 入　所　係

通　所　係
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⑥その他法人の概要 
 特になし 
 
（２）事務所（従たる事務所を含む。）の所在地   

○病院 
名 称 所在地 

市立大津市民病院 大津市本宮二丁目９番９号 
○看護学校 

名 称 所在地 
市立大津市民病院付属看護専門学校 大津市石場１０番５３号 

○介護老人保健施設 （※平成３０年３月３１日廃止） 
名 称 所在地 

市立介護老人保健施設ケアセンターおおつ 大津市本宮二丁目９番４０号 
 
（３）資本金の額及び出資者ごとの出資金 

 大津市   １，０００，０００円 
 
（４）役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（平成３０年３月３１日現在） 

氏名 役職 任期 担当及び経歴 

片岡 慶正 理事長（常勤） H29.4.1 ～H33.3.31 病院長 

青木 悦雄 理事（常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 副院長 

秋田 高典 理事（常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 法人事務局長、病院事務部長 

戸田 省吾 理事（常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 副院長 

堀池 公子 理事（常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 看護局長 

山崎 武史 理事（非常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 公認会計士 

山形 康郎 監事（非常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 弁護士 

菊池 健太郎 監事（非常勤） H30.1.26～H31.3.31 公認会計士、税理士 

※理事長と監事は大津市長が任命し、理事は理事長が任命する。役員の任期は、 
理事長が４年、理事、監事は２年。 

  ※役員が欠けた場合の補欠の役員の任期は、前任者の在任期間。 
   
（５）常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法人への出向

者の数  （平成３０年３月３１日現在） 

常勤職員 ９１０人（うち法人への出向者１９人）、平均年齢 ４１．９歳 
※内訳：医師１３２人、看護師４７４人、医療技術員１２８人、その他１７６人 

（前年比 △６７人）  



4 
 

「全体的な状況」 

 
１ 総括 
 地方独立行政法人化の初年度であった平成２９年度は、まさに変化の一年となった。 
 職員の意識改革と自己変容の下、職員一丸となって経常収支の黒字化を目指して、経営

改善に取り組み、健全な病院運営に努めなければならない。中期計画は、市立大津市民病

院再建計画であるものとして、数値目標は達成しなければならない職員共通の目標として、

スタートを切った。 
 法人経営における重要な取組として、付属看護専門学校の学生新規募集を停止し、介護

老人保健施設事業を平成３０年３月末で事業廃止をした。これらのことにより病院本体の

経営資源を病院事業に集中し、また、法人理事に外部人材を登用するとともに、人員の適

正化を図ることで人材の潜在的な能力を引き出すことができた。 
 中期計画で示している市民病院としての役割を果たすために、地域の中核的な急性期病

院として、また救急告示病院として、安心で安全な医療を市民に提供した。さらに地域の

病院、診療所等との機能分化及び連携強化を図り、地域で切れ目のない医療を提供した。 
 地方独立行政法人制度の特徴を活かした、柔軟で迅速な意思決定の仕組みを構築し、医

療機能強化や経営改善に取り組み、患者サービスの充実と質の高い医療の提供に努めた。

もちろん、さらなる経営体制の強化や財務内容の改善のためには、優れた職員の確保とと

もに、職員の潜在能力を活かし、自ら動くための意識改革を行い、さらなるモチベーショ

ンの向上を図るための施策を進めていくことが必要となる。 
 また、業務運営の改善及び効率化を図るため、適切な医療に対応するための医療機器等

の更新、ＩＣＵ病床の増床や、医事業務の見直しなどが、今後、当面の主な課題であり、

院内にワーキンググループを設置し、実施体制を整えた。また、病院施設内の災害設備等

の老朽化による改修工事も喫緊の課題となっている。そのため財源の確保も含め、課題解

決に向け着実に事業を実施していく。 
 
２ 大項目ごとの特記事項 
第１ 年度計画の期間 
 特になし 
 
第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
  年度計画で掲げた目標を達成するため、「市民病院としての役割」、「地域の病院、診療

所等との機能分化及び連携強化」、「市民・患者の求める医療サービスの提供」、「医療の

質の向上」の４つの課題について、取り組みを行った。 
「市民病院としての役割」 
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・地域の中核的な急性期病院として５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及び精

神疾患）への対応を中心とした高度専門医療の充実を図った。また、地域がん診療連

携支援病院として、クリニカルパス等を用いて地域の医療機関と連携を図った。 
・救急告示病院として４事業（救急医療、災害医療、小児医療及び周産期医療）に対す

る医療を確保し、２４時間３６５日救急体制を維持するため、安心で安全な医療を市

民に提供した。また、災害発生に備え、防災訓練等の実施や研修等を行い、医療機関

としての体制強化を図った。災害現場活動に必要な機材を装備・搭載したＤＭＡＴカ

ーの備えや、ドクターヘリによる搬送受入体制も整えた。 
・健診センターにおいて、人間ドックを始めとする健康診断を、様々な健診オプションと

して膵がん健診や大腸ＣＴ検査を始めて病の芽の早期発見に努めた。さらに受診者の

ニーズに応えるべく、乳がん検診は偶数月の第３日曜日にも健診を行い、より受診し

やすい環境を整えた。 
「地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化」 
・地域の医療機関との連携強化や役割分担のために、診療所訪問や地域医療機関向け研修

を行い、『地域医療連携ガイドブック』を作成して当院の取り組み紹介や医師の紹介を

行うことにより、地域の病院、診療所との機能分化及び連携強化を図り、地域で切れ

目のない医療を提供した。 
・急性期治療が終了した後も在宅療養支援や転院調整、かかりつけ医の紹介を通じて医療

福祉連携を推進するため、地域医療機関向けに様々な研修を実施し、地域の医療機関

のニーズの把握に努めた。 
・地域医療連携、在宅看護、患者相談支援体制を強化するため、患者総合支援センターを

体制整備し、特に組織内の入退院センターを活用して、よりスムーズに入退院が図れ

ることで患者目線に立ったサービスを提供した。 
「市民・患者の求める医療サービスの提供」 
・患者一人ひとりに質の高い医療や充実した看護を提供するために、職員が一丸となって

患者サービスの向上に取り組んだ。 
「医療の質の向上」 

  ・院内の感染防止対策や医療安全対策のため、研修等を行い、医療の質の向上を図った。 
・市民病院としての使命を適切に果たすために、職員の服務規律を徹底し、法人職員と

して有すべき行動規範と倫理観の確立に努めた。 
  
第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
「経営の効率化」 

・毎月、法人幹部等による全体経営会議を行い、病院の現状分析、院内の情報共有に

努めた。また、入院機能の強化のために、各診療科に対して経営指標を提供し、要

因や課題の分析につとめ、経営改善のために活用した。 
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・病棟・病床数の見直し行い、病床数を４４５床から４４１床と４床を削減し、適正

化、再編を進めた。 

「管理体制の強化」 

・年間１１回開催された理事会において決定された事項について、各関係部署に対し

て周知を行い、決定事項の着実な実行を図った。 

「優れた人材の確保と意識改革」 

・経営企画・法人運営等に係る事務部門に法人固有の事務職員を配置し、効率的な業

務運営を図った。 

 
第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 
「単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント

以上を達成するために講じる施策」 

・地方独立行政法人の特徴を活かした経営手法により、迅速な業務運営を図り、施設

基準の取得や診療機能強化に見合った有資格者の配置により、新たに診療報酬点数

を算定できる体制を整えた。 

・地域医療連携室のＭＳＷ（医療ソーシャルワーカー）を病棟配置し、各職種との連

携を図り急性期治療が終了した後の在宅療養や転院調整などの支援を行った。また、

ベッドコントロールマニュアルを作成し、早期に退院困難な患者を抽出し、退院支

援を実施した。 

・入退院を専門とした入退院センターを組織化したことにより、機能集約を図り、入

院支援・退院支援業務を充実させた。地域医療機関との連携を効率的に行った。 

・ベッドコントロール委員会において、病床稼動率の向上や平均在院日数の適正化を

図った。手術を控えた患者のニーズに応えて、土・日入院を可能にし、休日入院に

よる病棟運用を始めた。 

・診療報酬の請求内容の精度強化に努めるとともに、返戻理由の分析を行う等の再審

査請求を強化した。診療報酬の保留となるものについては、要因分析を行いその要

因を解消するために、保留の進捗状況管理に取り組んだ。 

・未収金を発生させないため、支払い困難となりそうな場合は入院中から市の保健福

祉部門を始めとした関係行政における制度の紹介を行う等の患者の相談に応じ、精

算金の回収につなげた。また、やむなく発生した未収金については、未収金の低減

を図るため、できるだけ早期な対応を図り、定期的な督促を行った。さらに未収金

の回収業務を弁護士事務所に委託し、債権回収に努めた。 

「運営費負担金」 

・市民に適切な医療を提供するためにこれまで投資した建物や設備などに関する長期

債務を償還するには十分な運営費負担金ではなかったため、非常に厳しい資金繰り

であった。今後適切な医療を提供していくには設立団体による経営基盤の強化が不
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可欠であるため、必要な運営費負担金等の確保に努めていく。 

「目標内の収支見通し」 

・毎月の理事会で月次決算数値の報告、年度計画進捗状況の把握を行い、達成に向け、

各診療科へのヒアリングを行った。また、収益向上のための具体的な目標数値の提示

も行い、目標達成に向け取り組んだ。 
 
第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置 
・付属看護専門学校については、学生の新規募集を停止した。 

・介護老人保健施設ケアセンターおおつについては、平成３０年３月末日をもって廃

止した。 

 
  



8 
 

「項目別の状況」 

 
第１ 年度計画の期間 
 特になし 
 
第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 
１ 市民病院としての役割 

（１）５疾病に対する医療の提供 

地域の中核的な急性期病院として５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及び

精神疾患）への対応を中心とした高度専門医療の充実を図った。また、地域がん診療連

携支援病院として、クリニカルパスなどを用いて地域の医療機関と連携を図った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 29 年度目標値 平成 29 年度実績 

がん手術件数 ６２０件 ６０３件 

化学療法件数 １，８１０件 ２，１１８件 

放射線治療件数 １１０件 １１０件 

脳外科手術件数 ３１０件 ２５１件 

ＰＣＩ実施件数 １９０件 １８４件 

 ※ＰＣＩ（経皮的冠動脈インターベンション） カテーテルを用いた心臓疾患治療 

 

（２）４事業に対する医療の確保 

救急外来「ＥＲおおつ」において、２４時間３６５日対応可能な救急体制を維持し、

救急告示病院として４事業（救急医療、災害医療、小児医療及び周産期医療）に対す

る医療を確保し、安心で安全な医療を市民に提供した。また、災害発生に備え、防災

訓練等の実施や研修等を行い、医療機関としての体制強化を図った。災害現場活動に

必要な機材を装備・搭載したＤＭＡＴカーの備えや、ドクターヘリによる搬送受入体

制も整えた。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 29 年度目標値 平成 29 年度実績 

救急搬送受入件数 ４，０８０件 ４，０９７件 

救急搬送入院患者数 １，４４０人 １，４５７人 
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救急ストップ時間 ０時間 ３１７時間 

救急搬送比率 ２７．４％ ２５．２％ 

救急入院患者数 ３，０１５人 ２，８８６人 

 

【関連指標】 

 ・災害訓練回数 ３回（うち院内１回） 

 

呼吸器感染症、消化器感染症の症例を中心に、幅広い疾患の小児患者を受入れ、アレ

ルギー疾患等の治療を行った。さらに乳児検診や発達相談などの援助も行った。救急医

療では「ＥＲおおつ」において、救急医が診察を行った上で、小児患者を受入れ、小児

科医が必要な対応を行った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 29 年度目標値 平成 29 年度実績 

小児科入院患者数 ２，６４１人 ３，２１６人 

小児科救急受入件数 ２，３２５件 ２，３０４件 

 

周産期医療機関として、周産期に係る突発的な緊急事態に備え、中等度のリスクのある

妊産婦に対応した。 

【関連指標】 

・ハイリスク分娩件数 ７件 

 

（３）感染症への対応 

第一種及び第二種感染症患者の受入は無かったが、県、市と連携を図り、第一種及び

第二種感染症患者の受入対応訓練を実施した。訓練の総括を行い、感染症発生時には県、

市と連携を行い、早期の収束が図れるような体制の整備を行った。 

 

（４）予防医療の提供 

健診センターにおいて、人間ドックを始めとする健康診断を、様々な健診オプショ

ンとして膵がん健診や大腸ＣＴ検査を始めて病の芽の早期発見に努めた。さらに受診

者のニーズに応えるべく、乳がん検診は偶数月の第３日曜日にも健診を行い、より受

診しやすい環境を整えた。 

【目標に係る実績】 
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目標指標 平成 29 年度目標値 平成 29 年度実績 

人間ドック件数 ３，１４９人 ３，４５２人 

 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

（１）地域医療支援病院としての役割 

地域の医療機関との連携強化や役割分担のために、診療所に積極的に訪問を行った。

また、今回新たに老人保健施設など介護・福祉施設とも情報交換を行うために、訪問を

行った。このことにより訪問回数は目標値を上回り、結果として紹介率及び逆紹介率の

向上につながった。地域の医療機関のニーズの把握や退院後の患者の生活の安定を図る

ことができたと考える。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 29 年度目標値 平成 29 年度実績 

紹介率 ５３％ ５４．０％ 

逆紹介率 ７４％ ８６．２％ 

地域医療機関訪問回数 ２５０回 ３１６回 

 

（２）地域での病院機能とその役割 

急性期治療が終了した後も在宅療養支援や転院調整、開業医の紹介を通じて医療福祉

連携を推進するため、地域医療機関向けに様々な研修を実施した。地域で切れ目のない

医療を提供するため、地域医療機関との機能分担と連携強化に努めた。また、地域医療

連携、在宅看護、患者相談支援体制を強化するため、患者相談支援センターを体制整備

し、患者相談支援センター内に特に入退院センターを活用して、よりスムーズに入退院

が図れることで患者目線に立ったサービスを提供した。 

【関連指標】 

・地域医療機関向け研修実施回数 ８７回 

 

（３）在宅医療・介護との連携強化 

訪問看護ステーションの機能強化を図り、地域包括ケアシステムの中で、地域に必要

な医療を提供した。地域医療連携室は、地域の医療機関やその他施設との連携を深め、

情報集積に取り組んだ。また、入退院センターを立ち上げ、各部署との連携により業務

の円滑化を図るとともに、在宅の連携を強化し、入院から退院まで支援した。 
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【関連指標】 

・訪問看護件数 ８，７７１件 

 

（４）関係機関との連携強化 

関係機関とのネットワークの構築及び連携を図るために存在する３つの懇談会を、発

展的解消・統合させて１本化し、新たな協議会を立ち上げる方向性を決めた。 

 

３ 市民・患者への医療サービス 

（１）市民・患者の求める医療サービスの提供 

入院患者向け調査は各病棟に入院する患者・家族を対象に、外来患者向け調査は各ブ

ロックにおける患者・家族を対象に、それぞれアンケート調査を行った。アンケート結

果については、ホームページを通じて情報提供を行った。 

【関連指標】 

・外来 患者満足度調査（満足＋やや満足） ８５．７％ 

・入院 患者満足度調査（満足＋やや満足） ９３．２％ 

 

（２）職員の接遇の質の向上 

毎日、御意見箱の内容確認し、即時に改善を図った。平成２９年度は、「今から未来～

明るく、元気と笑顔～」を職員全員の合い言葉として、行動指針を定め、職員一人ひと

りが接遇の重要性を認識し、接遇の向上に努めた。また、患者やその家族に直接対応す

る窓口の部署において、職員及び医療事務スタッフに対し接遇研修を行った。 

 

４ 医療の質の向上 

（１）医療の安全の徹底 

第三者機関からの評価を受けるため、組織体制の強化、業務改善活動に取り組んだ。

また、院内の感染防止対策や医療安全対策のため、研修等を行い、医療の質の向上を

図った。 

市民病院としての使命を適切に果たすために、職員の服務規律を徹底し、法人職員

として有すべき行動規範と倫理観の確立に努めた。 

【関連指標】 

・転倒転落発生率 ４．１５％ 
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・褥瘡発生率 ０．１１％ 

 

（２）診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 

クリニカルパスの作成により、継続的に業務改善に取り組み、日本病院会のＱＩプロ

ジェクトへの参加、院内へのフィードバックを通して、医療・看護の質の向上に努めた。 

 

（３）セカンドオピニオンの推進 

  患者が選択できる開かれた医療のために、セカンドオピニオンを希望する患者には、

患者相談支援室が窓口となり、適切な対応を行った。 

 

（４）市民への医療の質に関する情報発信  

患者向けに病院広報誌『つなぐ』を年２回発行し、役立つ医療知識やかかりつけ医紹

介などの情報発信を行った。現在、ホームページのリニューアルに取り組んでおり、利

用者が見やすいレイアウト、必要とする情報にたどり着きやすい構成となるよう工夫す

るとともに、情報を充実させて、よりよい情報発信に向けて、対応を図っている。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

毎月、病院幹部等による全体経営会議を行い、病院の現状分析、院内の情報共有に努め

た。また、入院機能の強化のために、各診療科に対して経営指標を提供し、要因や課題の

分析につとめ、経営改善のために活用した。病棟・病床数の見直し行い、病床数を４４５

床から４４１床と４床削減し、適正化、再編を進めた。 

 

２ 管理体制の強化 

（１）経営体制の強化 

年間１１回開催された理事会において決定された事項について、各関係部署に対して

周知を行い、決定事項の着実な実行を図った。 

 

（２）内部統制の強化 

法令等の遵守とあわせ、資産の保全や財務状況の信頼性を高めるために、業務の適性

確保に努めた。そのため、コンプライアンス推進室の業務内容を見直し、内部統制のた
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めの組織を立ち上げた。 

 

（３）コンプライアンスの徹底 

法人事務局内にコンプライアンス推進室を設置し、関係法令や理念、職業倫理等の行

動規範について、周知徹底を図った。また個人情報保護法に関しては院内グループウェ

アを使用した研修会を実施した。今後、個人情報の情報開示の求めがあった場合には、

適切に対応を行う。 

 

３ 優れた人材の確保と意識改革 

（１）法人職員の確保 

職員のワークライフバランスに配慮した、働きやすい環境づくりに向け、引き続き適

切な制度運用を図っていく。また、経営企画・法人運営等に係る事務部門に法人固有の

事務職員を配置し、効率的な業務運営を図った。 

 

（２）職員の意識改革とモチベーションの向上 

 職員必携を作成し、病院の理念を携帯し、業務を行った。毎月、病院幹部等により行

っている全体経営会議の資料や会議録などについて院内グループウェアを活用し、情報

発信・情報共有を行った。 

 人事評価制度の構築し、試行、検証を行った。その結果、平成３０年度から本格実施

する。また、外注している業務について、適宜見直しを行った。 

 地域医療連携室による病診・病病連携により診察予約・特殊検査予約をはじめとした

地域連携パスの運用・開放型病床の利用申込みなど地域医療機関との連携推進に努めた。

さらに入退院センターを組織化し、急性期治療が終了した後も在宅療養支援や転院調整、

かかりつけ医紹介を通じて、医療福祉連携を推進し、患者中心のネットワーク構築を行

った。 

 

（３）研修体制の強化 

学会や研修会等への参加を奨励し、今後、職員のキャリアアップに対する支援を図っ

た。また、院内の研修資料の掲示やＤＶＤ撮影等を行い、研修を柔軟に受けられるよう

開催方法を工夫した。 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

診療科別に診療報酬、人件費、材料費を管理し、法人への貢献利益というかたちで理事

会にて月次報告を行った。しかし、院内全体で共有し、具体的な方策につなげることがで

きなかった。今後は、貢献利益数値の精度を高め、利益を重視した経営管理体制を確立し

ていく。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成29年度目標値 平成 29 年度実績 

医業収支比率 １００％以上 ９３．６％ 

経常収支比率 ９２％以上 ９０．０％ 

１ 単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント以上

を達成するために講じる施策 

（１）収入及び収益の向上策 

 地方独立行政法人の特徴を活かした経営手法により、迅速な業務運営を図り、施設基

準の取得や診療機能強化に見合った有資格者の配置により、総合入院体制加算３や病棟

薬剤業務体制加算などを、新たに算定できる体制を整えた。 

 地域医療連携室のＭＳＷ（医療ソーシャルワーカー）を病棟配置し、各職種との連携

を図り急性期治療が終了した後の在宅療養や転院調整などの支援を行った。また、ベッ

ドコントロールマニュアルを作成し、早期に退院困難な患者を抽出し、退院支援を実施

した。患者総合支援センターの一部署として入退院センターを組織化したことにより、

機能集約を図り、入院支援・退院支援業務を充実させた。地域医療機関との連携を効率

的に行った。 

 診療所訪問を積極的に行い、当院が作成した『地域医療連携ガイドブック』を配布し

て、当院の地域医療への取り組みを紹介し、地域の医療機関と情報共有化を図った。ま

た、ベッドコントロール委員会において、病床稼動率の向上や平均在院日数の適正化を

図った。手術を控えた患者のニーズに応えて、土・日入院を可能にし、休日入院による

病棟運用を始めた。さらに、病院広報誌『つなぐ』の創刊や、外来への広告モニタの設

置など、情報発信に努めた。 

 診療報酬によらない料金については、周辺施設との比較を行い、適正な価格の設定を

行った。 

 診療報酬の請求内容の精度強化に努めるとともに、返戻理由の分析を行う等の再審査

請求を強化した。診療報酬の保留となるものについては、要因分析を行いその要因を解
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消するために、保留の進捗状況管理に取り組んだ。 

 未収金を発生させないため、支払い困難となりそうな場合は入院中から市の保健福祉

部門を始めとした関係行政おける制度の紹介を行う等の患者の相談に応じ、精算金の回

収につなげた。また、やむなく発生した未収金については、未収金の低減を図るため、

できるだけ早期な対応を図り、定期的な督促を行った。さらに未収金の回収業務を弁護

士事務所に委託し、債権回収に努めた。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成29年度目標値 平成 29 年度実績 

入院診療単価 ５８，０００円 ５７，９５４円 

外来診療単価 １２，０００円 １３，９９７円 

手術件数 ４，２００件 ３，８８８件 

病床稼働率 ８２％ ８８．４％ 

入院患者数 １３３，２５５人 １２６，８６８人 

外来患者数 ２２８，４２０人 ２１８，４０１人 

平均在院日数 １１．６日 １２．６日 

ＤＰＣⅡ期間以内患者割合 ６９％ ６４．５％ 

新入院患者数 １０，４３８人 ９，８７９人 

ＩＣＵ稼働率 １００％以上 １１４．６％ 

 

（２）支出及び費用の削減策 

人件費比率は、職員数の減及び今年度より、医長手当（月８万円）、看護師調整額（基

本給のうち給料×４％加算）を廃止したこと等により、人件費総額（退職給付費用除

く）で前年度比△３４９百万円。職員数（嘱託、契約含む）、期首より△４３人（年度

末退職者含めると△１６７人（うち介護老人保健施設職員△４７人））と目標を達成し

た。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成29年度目標値 平成 29 年度実績 

人件費比率（職員給与費比率） ５８％以下 ５７．７％ 

※人件費（退職給付費用を除く）比率は、医業収益に対する費用の割合 

 

化学療法等を積極的に行ったことにより、材料費率増加したが、材料、薬剤におけ
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る使用量の見直しや、同種、同効能の製品について統一化を行ったことにより、材料

費は減少（前年度比△２１百万円）。ベンチマークシステムを活用し、薬品ごとの最低

価格を目標に交渉行ったことで、値引率１６％以上を確保した。また、共同購入につ

いては、検討を行った結果、当院は適正な価格で購入しており、共同購入を行うメリ

ットがないことから取り組んでいない。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成29年度目標値 平成 29 年度実績 

材料費比率 ２０％ ２２．９％ 

後発医薬品指数 ７９％以上 ８９．３％ 

※材料費比率は、入院、外来収益に対する費用の割合。目標値は抗がん剤等高額薬剤

を除いて算定。 

※後発医薬品指数は、ＤＰＣ機能評価係数Ⅱ算定のための評価項目で、入院医療で使

用される後発医薬品の使用割合に基づく評価。国は７０％を目標としている。 

委託費比率は、保守委託契約の見直しや委託業者の変更等により委託料を削減（前

年度比△２０百万円）し、目標を達成した。今後も引き続き契約の見直しを進め、委

託費比率抑制に努める。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 29 年度目標 平成 29 年度実績 

委託費比率 １１％ １１．０％ 

 ※委託費比率は、医業収益に対する費用の割合 

 

２ 運営費負担金 

市民に適切な医療を提供するためにこれまで投資した建物や設備などに関する長期債

務を償還するには十分な運営費負担金ではなかったため厳しい資金繰りであった。今後

も適切な医療を提供していくには設立団体による経営基盤の強化が不可欠であるため必

要な運営費負担金等の確保に努めていく。 

 

３ 計画期間内の収支見通し 

毎月の理事会で月次決算数値の報告、年度計画進捗状況の把握を行い、達成に向け、

各診療科へのヒアリングを行った。また、収益向上のための具体的な目標数値の提示も

行い、目標達成に向け取り組んだ。 
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第５ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）大津市民病院付属看護専門学校 

大津市民病院付属看護専門学校については、学生の新規募集を停止した。 

 

（２）介護老人保健施設ケアセンターおおつ 

介護老人保健施設ケアセンターおおつについては、平成３０年３月末日をもって廃止

した。 

 

第６ 予算（人権費の見積りを含む）、収支計画、資金計画 

（１） 予算（平成２９年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 
差額 

（決算-計画） 

収入 

 営業収益 

  医業収益 

  看護専門学校収益 

  訪問看護ステーション収益 

  介護施設運営事業収益 

  運営費負担金 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金 

  その他営業外収益 

 

１１，８３９ 

１０，８９５ 

４３ 

７９ 

  ３１７ 

４７１ 

３４ 

２４０ 

１２９ 

１１１ 

 

１１，７５９ 

１０，８２５ 

３５ 

７８ 

  ２３３ 

５５７ 

３１ 

２７０ 

４３ 

２２７ 

 

△７９ 

△７０ 

△８ 

△１ 

△８４ 

８５ 

△２ 

３０ 

△８５ 

１１６ 

 資本収入 

  短期借入金 

  長期借入金 

 計 

１，１７２ 

１，１７２ 

０ 

１３，２５０ 

１，１７２ 

１，１７２ 

０ 

１３，２０１ 

０ 

０ 

０ 

△４９ 

支出 

 営業費用 

 

１１，８９７ 

 

１２，７６０ 

 

８６３ 
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  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   研究研修費 

  看護専門学校費用 

   給与費 

   経費 

  訪問看護ステーション費 

   給与費 

１０，２４８ 

６，５３５ 

２，２７２ 

１，４１４ 

２７ 

１５１ 

１２１ 

３０ 

７０ 

６２ 

１０，８５１ 

６，６５４ 

２，５３０ 

１，６４２ 

２４ 

１６５ 

１４８ 

１７ 

１０４ 

１００ 

６０３ 

１１９ 

２５９ 

２２８ 

△３ 

１４ 

２７ 

△１３ 

３４ 

３８ 

   経費 

  介護施設運営事業費用 

   給与費 

   経費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 資本支出 

  建設改良費 

  償還金 

 計 

８ 

５７４ 

３８４ 

１９０ 

８５４ 

２１４ 

１，５１３ 

１１６ 

１，３９７ 

１３，６２５ 

４ 

１，０５０ 

３５１ 

１１０ 

５８９ 

２３０ 

１，５９８ 

２０１ 

１，３９７ 

１３，９９８ 

△４ 

４７７ 

△３３ 

△８０ 

△２６５ 

１５ 

８４ 

８５ 

０ 

３７３ 

   ※計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 

 

（２） 収支計画（平成２９年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 差額 

（決算-計画） 

収入の部 

 営業収益 

  医業収益 

  看護専門学校収益 

  訪問看護ステーション収益 

１２，０９３ 

１１，８５８ 

１０，８６２ 

４３ 

７９ 

１２，３０３ 

１２，０８２ 

１０，８３４ 

３５ 

７９ 

２１０ 

２２４ 

△２８ 

△８ 

０ 
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  介護施設運営事業収益 

運営費負担金収益 

  資産見返補助金等戻入 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

  臨時利益 

３１７ 

４７１ 

５４ 

３３ 

２３５ 

１２９ 

１０６ 

０ 

１９０ 

５５７ 

５３ 

３３６ 

１６３ 

４３ 

１２０ 

５８ 

△１２７ 

８５ 

△１ 

３０３ 

△７１ 

△８５ 

１４ 

５８ 

支出の部 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   減価償却費 

   研究研修費 

  看護専門学校費用 

   給与費 

   経費 

  訪問看護ステーション費 

   給与費 

   経費 

  介護施設運営事業費用 

   給与費 

   経費 

  一般管理費 

１７，３０９ 

１２，５３４ 

１０，８８０ 

６，４８７ 

２，１０３ 

１，３３３ 

９３２ 

２５ 

１６５ 

１２９ 

３６ 

６６ 

６２ 

４ 

５７４ 

３８４ 

１９０ 

８４９ 

１７，９４０ 

１３，００９ 

１１，５５７ 

６，５３１ 

２，３９４ 

１，４０９ 

１，２０１ 

２２ 

１９４ 

１３７ 

５７ 

１０２ 

９７ 

４ 

４４４ 

３０５ 

１３９ 

７１２ 

６３１ 

４７５ 

６７６ 

４４ 

２９０ 

７７ 

２６９ 

△３ 

２９ 

８ 

２１ 

３６ 

３５ 

０ 

△１２９ 

△７９ 

△５０ 

△１３７ 

 営業外費用 

 臨時損失 

５７７ 

４，１９８ 

６０１ 

４，３３０ 

２４ 

１３２ 

    
 純利益 

 目的積立金取崩額 

 総利益 

△５，２１６ 

０ 

△５，２１６ 

△５，６３７ 

０ 

△５，６３７ 

△４２１ 

０ 

△４２１ 
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（３） 資金計画（平成２９年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 
差額 

（決算-計画） 

資金収入 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

１４，２２７ 

１２，０３９ 

１０，８６２ 

１５，８９７ 

１３，７０９ 

１０，８２５ 

１，６７０ 

１，６７０ 

△３７ 

  運営費負担金による収入 

  その他の業務活動による収入 

 財務活動による収入 

  短期借入れによる収入 

長期借入れによる収入 

 大津市からの繰越金 

６００ 

５７７ 

１，１７２ 

１，１７２ 

０ 

１，０１６ 

６００ 

２，２８４ 

１，１７２ 

１，１７２ 

０ 

１，０１６ 

０ 

１，７０７ 

０ 

０ 

０ 

０ 

資金支出 

 業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

投資活動による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

１４，２２７ 

１１，８７８ 

６，７８８ 

２，１０３ 

２，９８７ 

１０９ 

１０９ 

１５，８９７ 

１３，８７６ 

７，４６０ 

２，５４０ 

３，８７６ 

８４ 

８４ 

１，６７０ 

１，９９７ 

６７２ 

４３７ 

８８９ 

△２６ 

△２６ 

 財務活動による支出 

  移行前地方債償還債務の償還に

よる支出 

  その他の財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金  

１，５９６ 

 

１，３９７ 

１９９ 

６４２ 

１，７１８ 

 

１，３９７ 

３２１ 

２１９ 

１２２ 

 

０ 

１２２ 

△４２３ 

 

第７ 短期借入金の限度額 

平成２９年９月に移行前企業債の償還資金として、１４０百万円短期借入を行って以降、

１２月賞与資金や３月企業債償還資金等として借入を行い、年度末短期借入金残高は１，

１７２百万円であった。 
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【関連指標】 

・中期計画：４００百万円→年度末借入実績：１，１７２百万円 

主な要因：期首引継現金の差異→△１４４百万円  

（計画１，１６０百万円→実績１，０１６百万円） 

支出の増→退職金、修繕費他経費＋１４１百万円、 

収入の減→入院収益△３８２百万円 

 

第８ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし 

 

第９ 剰余金の使途 

  ５，６３７百万円の純損失及び累積欠損金のため、大津市への配当はなし。 

 

第１０ 地方独立行政法人市立大津市民病院の業務運営並びに財務及び会計に関する規則

（平成２９年大津市規則第１０３号）第４条で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画（平成２９年度） 

【関連指標】  

  内 容 実績額 財源 

医療機器整備  ２２百万円 自己財源 

 

２ 人事に関する計画  

（１）診療機能強化に見合った有資格者等の適切な人員配置や、組織の見直しを行い、新

たに診療報酬点数を算定できる体制を整えた。 

【関連指標】 

・職員体制等 

平成２９年度期末での職員体制は９１０人（退職７３人、採用３０人）で、期首か

ら△４３人、前年度末比で△６７人である。 

〔職員体制の内訳（単位は人）〕 

№ 職種 期首 採用 退職 期末 

正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 

病

院 

医師 87 47 0 3 2 0 4 4 0 86 45 0 

看護師 438 5 37 0 1 5 28 1 6 410 5 36 
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医療技術職 98 24 5 0 1 1 0 3 1 98 22 5 

事務職 33 21 53 3 0 8 0 2 8 36 19 53 

補助員 - - 37 - - 3 - - 6 - - 34 

学

校 

看護師 13 0 0 0 0 0 0 0 0 13 0 0 

事務 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 

老

健

施

設 

医師 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 

看護師 10 1 1 0 0 0 1 1 0 9 0 1 

医療技術職 2 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 

介護福祉士 19 2 10 0 0 3 0 1 7 19 1 6 

事務 2 0 3 0 0 0 0 0 0 2 0 3 

  合計 953 30 73 910 

※年度末 124 人退職予定（うち老健施設 40 人） 

   老健施設の期末のうち 5人については、事業廃止のため法人内で異動 

 

（２）人材育成につながる評価制度の導入に向け取り組み、本格実施に向けた試行・検証

を行い、平成３０年度から本格実施した。 

 

（３）経営企画・法人運営等に係る事務部門に、民間病院で培われた経験を活かし即戦力

として活躍できる法人固有の事務職員を採用・配置し、効率的な業務運営を図った。 


